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ＭＵＣＣ商事株式会社 



貸借対照表
(単位：千円)

現在

科目 金額 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

Ⅰ流動資産 37,613,170 Ⅰ 流動負債 28,001,136

現金及び預金 441,440 支払手形 33,136

受取手形 288,498 電子記録債務 3,322,388

電子記録債権 7,815,282 買掛金 23,859,772

売掛金 21,956,194 リース債務（短期） 4,860

商品 656 未払金 60,316

貯蔵品 5,780 未払法人税等 295,075

前渡金 39,506 未払事業所税 3,288

前払費用 34,710 未払費用 32,043

短期貸付金 8,830 契約負債 158,456

未収入金 14,004 預り金 22,299

預け金 6,776,612 賞与引当金 209,500

未収消費税等 263,346

その他流動資産 1,236

貸倒引当金 △ 32,930

Ⅱ固定資産 4,645,164 Ⅱ 固定負債 1,971,677

1 有形固定資産 316,691 リース債務（長期） 23,492

建物附属設備 85,677 預り保証金 1,324,232

構築物 26,056 長期未払金 11,772

機械装置 107,208 その他固定負債 40,847

車両運搬具 7,800 退職給付引当金 549,408

工具器具・備品 64,172 役員退職慰労引当金 21,924

リース資産 25,775 負債の部合計 29,972,814

2 無形固定資産 347,768

ソフトウェア 89,573

のれん 122,119 Ⅰ 株主資本 12,162,575

その他無形固定資産 136,075 1 資本金 99,000

3 投資その他資産 3,980,704 2 資本剰余金 5,006,297

投資有価証券 1,845,243 (1)資本準備金 480,000

出資金 46,560 (2)その他資本剰余金 4,526,297

長期貸付金 42,211 3 利益剰余金 7,057,277

繰延税金資産 185,329 (1)利益準備金 1,000

長期前払費用 1,402 (2)その他利益剰余金 7,056,277

差入保証金 681,324 　 繰越利益剰余金 7,056,277

長期預け金 11,192

長期未収入金 60 Ⅱ 評価・換算差額等 122,945

保険積立金 1,118,565 その他有価証券評価差額金 122,945

その他投資 48,815 純資産の部合計 12,285,520

資産の部合計 42,258,335 負債・純資産の部合計 42,258,335

注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

2026年3月31日

（純資産の部）



個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券            ：市場価格のない株式等以外のもの 

決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額 

は全部純資産直入法により処理し、売却原価 

は移動平均法により算定） 

：市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

（2） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品                   ：月別移動平均法による原価法（収益性の低下に 

よる簿価切下げの方法） 

貯蔵品                ：個別法による原価法（収益性の低下による簿価 

切下げの方法） 

（3） 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

建物附属設備及び 2016 年４月 

１日以降に取得した構築物      ：定額法 

その他有形固定資産         ：定率法 

無形固定資産（リース資産を除く）    

 のれん               ：その効果の発現する期間（５年）に基づく定額 

                    法 

 ソフトウェア            ：社内における見込利用可能期間（５年）に基づ 

                    く定額法 

その他無形固定資産         ：主として定額法 

    

リース資産               ：リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とす 

る定額法を採用 

 

引当金の計上基準 

貸倒引当金               ：債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権 

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等 

特定の債権については個別に回収可能性を 

検討し、回収不能見込額を計上しています。 

賞与引当金              ：従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を 

計上しております。 

契約損失引当金             ：外部取引先との契約のうち、今後発生する可能 

性のある損失に備えるため、損失の見込額を計 

上しております。 

退職給付引当金             ：従業員の退職金支払に備えるため、当期末にお 

ける退職給付債務及び中小企業退職金共済よ 

りの支給見込額に基づき、当期末における負担

見積額を計上しております。 

 

 



役員退職慰労引当金          ：役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、 

内規に基づく当期末支給見込額を計上して 

おります。 

 

 

（4） 収益及び費用の計上基準 

当社は、生コン、セメント及び固化材などの製品を取り扱っており、国内及び海外の顧客

に製品等の提供を行っています。 

 

製品の販売については他の当事者が関与しており、当該他の当事者により財又サービスが

顧客に提供されるように手配することが当社の履行義務であり、したがって、代理人として

取引を行っていると判断しています。また、製品の受渡時点において顧客が当該製品に対す

る支配を獲得し、履行義務（製品の受渡に関する手配）が充足されたと判断していることか

ら、製品の受渡時点で収益を認識しています。なお、国内取引については出荷時から納品時

までの期間が通常の期間であるため、重要性等に関する代替的な取扱いを適用し、出荷時に

収益を認識しています。 

請負工事につきましても、他の当事者により財又サービスが顧客に提供されるように手配

することが当社の履行義務であり、代理人として取引を行っていると判断しています。また、

期間がごく短い場合を除き、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務

の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。 

なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、契約上の総出来高に対する実際出

来高の割合（アウトプット法）で算出しております。 

 

２．会計上の見積りに関する注記 

   記載すべき重要な事項はありません。 

  

３.貸借対照表に関する注記 

（1） 有形固定資産の減価償却累計額              416,816千円 

（2） 関係会社に対する金銭債権・債務 

短  期  金  銭  債  権                      6,866,872千円 

  短  期  金  銭  債  務                           8,144,811千円 

（3） 輸出手形割引高                                          24,469 千円 

  

４.損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

      営業取引 売上高                              73,506千円 

        仕入高等                             138,649千円 

     営業取引以外の取引高                       49,562千円 

 

 

 

 

 

 



５．株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）当事業年度末の発行済株式並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：株） 

株式の種類 当期首 増加 減少 当期末 

発行済株式     

普通株式 125,280 － － 125,280 

自己株式     

普通株式 － － － － 

 

（2）配当に関する事項 

 ① 配当金支払額 

決 議 
株式の 

種類 

配当金の 

総額 

（千円） 

1 株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2025年 6 月 25 日 

定時株主総会 
普通株式 417,721 3,334 円 30 銭 2025年 3 月 31 日 2025年 6 月 26 日 

 

② 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決 議 
株式の 

種類 

配当金の 

総額 

（千円） 

1 株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2026年 6 月 25 日 

定時株主総会 
普通株式 516,523 4,122 円 95 銭 2026年 3 月 31 日 2026年 6 月 26 日 

 

 

６.税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、資産調整勘定、賞与引当金、退職給付引当金等であり、

繰延税金負債の発生の主な原因は、無形資産、その他有価証券評価差額金であります。なお、

発生した繰延税金負債は、繰延税金資産と相殺のうえ、繰延税金資産の純額を貸借対照表に

表示しております。 

 

７.金融商品に関する注記 

７-1. 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。  

また、資金調達は親会社のグループファイナンス企業等からの短期借入によるもので、資

金使途は短期運転資金です。  

 受取手形、電子記録債権、売掛金及び預け金に係る顧客の信用リスクは「与信管理 規程」

に沿ってリスクの低減を図っております。投資有価証券は、非上場の取引先の株式を含む株

式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。  

 また、支払手形、買掛金及び電子記録債務は、１年以内の支払期日となっております。 

 

７-2. 金融商品の時価等に関する事項 

2026 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。時価を把握することが極めて困難と認められるものは含みません。(注１)

を参照ください。 



なお、現金は注記を省略しています。また、短期間で決済されるため、時価が帳簿価格と

近似しているものや重要性の乏しいものは注記を省略しております。 

 

      (単位：千円) 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

投資有価証券       

その他有価証券 1,838,242 1,838,242 - 

資産計 1,838,242 1,838,242 - 

 

 

（注 1）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

(単位：千円) 

 貸借対照表計上額 

非上場株式 7,000 

出 資 金 46,560 

 

 

７-3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項  

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しています。 

 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価 

レベル２の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しています。 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明  

投資有価証券  

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル 1 の時価に分類しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８.関連当事者との取引に関する注記  

（1） 親 会 社 

                                （単位：千円） 

種類 会社名 所在地 

議決権等

の所有

(被所有)

割合 

関連当事者との

関係 
取引内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 

UBE 三菱

セメント

株式会社 

東京都千代

田区 

被所有  

直接 72％ 

資金の預入先 
資金の預入

（注 1） 
1,799,562 預け金 6,776,612 

セメントの仕入

先 

 セメントの

仕入等 

（注 4） 

－ 

（注 3） 
買掛金 8,144,811 

 

（2） 兄弟会社等 

（単位：千円） 

種類 会社名 
所在

地 

議決権等の所

有(被所有)割

合 

関連当事者

との関係 
取引内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社の

子会社 

関東宇部コンクリ

ート工業㈱ 

東京

都品

川区 

なし 
セメントの

販売等     

セメント他の

販売等(注 2) 

185,264 

（注 3） 
売掛金 892,397 

注 1）ＴＭＳ（トレジャリー・マネジメント・システム）により反復的に取引が行われていることから、金額は期末残

高の純増減額を記載しております。 

注 2）価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。 

注 3）代理人取引に該当する取引の場合、取引金額は売上高と仕入高を相殺した純額にて表示しております。 

注 4）独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。 

 

９. 1株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額                98,064円 50銭 

１株当たり当期純利益                          8,245円 88銭 

 

１０．収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおり 

であります。 

 

１１.その他の注記 

  計算書類に記載の金額は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。 


